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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準
第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し
ております。 

３ 第81期中間期の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、１株当たり中間純損失であるため、記載しており
ません。 

４ 当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割により
両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式99,000,000株および
種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社となりました。 
当社は第82期の連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計処理」(平成13年
３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号)に準じた会計処理を適用しました。 
具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業としたパーチェ
ス法により連結財務諸表を作成しております。 
取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるた
め、第82期の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,647 16,824 46,377 53,695 43,071

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 836 △713 6,956 1,699 7,469

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △436 3,704 4,246 294 4,005

純資産額 (百万円) 26,089 30,917 38,275 26,796 34,008

総資産額 (百万円) 63,892 59,876 100,903 66,476 93,029

１株当たり純資産額 (円) 464.97 551.42 218.69 477.80 194.29

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) △7.77 66.07 24.26 5.25 22.88

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― 53.86 22.62 4.92 21.33

自己資本比率 (％) 40.8 51.6 37.9 40.3 36.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,077 940 6,831 3,671 6,558

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,988 △682 △2,556 5,421 9,751

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △14,519 △964 △97 △11,998 △2,200

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 9,033 11,928 23,797 12,570 19,579

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(名) 
3,203 
(306)

2,709
(257)

7,405
(309)

2,990 
(299)

6,360
(328)



(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割により

両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式99,000,000株および

種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社となりました。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 25,690 15,636 45,501 50,572 56,967

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 598 △1,000 5,220 737 4,705

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △555 3,958 2,841 △352 6,078

資本金 (百万円) 9,560 9,560 9,560 9,560 9,560

発行済株式総数 (株) 56,246,174 56,246,174 175,246,174 56,246,174 175,246,174

純資産額 (百万円) 24,798 29,233 39,057 25,062 36,337

総資産額 (百万円) 60,542 56,744 92,282 62,102 84,642

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.0 51.5 42.3 40.4 42.9

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,145 
(148)

804
(133)

1,622
(203)

1,136 
(144)

1,543
(195)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 事業の種類別セグメントについて記載を省略しているため、従業員数は全社（共通）としております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき紛争を起したことなく、穏健な労使関係を維持しております。 

  

区分 従業員数(名)

全社(共通) 
7,405 
(309) 

合計 
7,405 
(309) 

従業員数(名) 
1,622 
(203) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期の日本経済は、企業の設備投資が牽引し、雇用環境の改善に伴い個人消費が力強さを増し、民需主導で

巡航速度での成長を続けております。世界的な原油価格の高止まりや、米国景気の減速といった面はありました

が、概ね底堅い景況感で推移しました。 

当中間期の営業概況は、携帯電話市場での順調な需要拡大と、デジタル家電市場の好調さに支えられて、業績の

伸長を図ることができました。 

当社は平成17年10月１日にセイコーエプソン株式会社の水晶事業と事業統合して以来、１年が経過いたしまし

た。この間、両社の様々なノウハウについてシナジー効果を追求するとともに、研究開発、生産設備、拠点整備な

どにも充分な投資を行い、今後の展開に備えた基盤強化を図っております。 

当中間期では、国内の主要生産拠点である宮崎事業所に、あらたに「音叉型水晶振動子の生産設備」と「造排水

処理施設」を設置し、総事業費約３０億円の投資を行いました。当社の主力商品である音叉型水晶振動子は、今後

の携帯電話やデジタルカメラ、パソコンなどの市場拡大に伴って需要が着実に高まる分野のため、将来に亘って安

定供給を図るため投資を行いました。また造排水処理施設は、生産プロセスで洗浄に使用した水を再利用する完全

クローズド型の装置で、環境への配慮を重視したものです。 

また、新商品開発の面でも技術開発のスピードアップを図り、中間期で「カーナビゲーション向け世界最小高精

度ジャイロセンサ」や「世界最小２０１６サイズＴＣＸＯ」等の新商品発表につなげております。その他にも、調

達や物流、管理費の削減に努め、原価低減に取り組んでまいりました。 

以上の成果として、売上高は46,377百万円、経常利益は6,956百万円、中間純利益は4,246百万円となりました。 

  

当社は前連結会計年度の連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計

処理」(平成13年３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号)に準じた会計

処理を適用しました。 

具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業とした

パーチェス法により連結財務諸表を作成しております。 

取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけら

れるため、前中間連結会計期間との対比の記載はしておりません。 

  

  

  



１ 事業の種類別セグメント 

事業の種類別セグメントについては、「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］(１) ［中間連結財務

諸表］ 注記事項 (セグメント情報) [事業の種類別セグメント情報]に記載のとおり、全セグメントの売上高

の合計、営業利益の合計額に占める「水晶機器製造」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略して

おります。 

  

２ 所在地別セグメント 

① 日本 

各種携帯端末機器およびデジタル家電機器用の水晶振動子等の需要拡大により順調に推移した結果、外部顧

客に対する売上高46,361百万円、セグメント間の内部売上高又は振替高4,012百万円、営業利益4,949百万円と

なりました。 

  

② 北米 

セイコーエプソン株式会社の販売子会社を通じて製品を販売するように商流を改めたことにより内部売上高

のみとなり、セグメント間の内部売上高又は振替高195百万円、営業利益38百万円となりました。 

  

③ アジア等 

セイコーエプソン株式会社の販売子会社を通じて製品を販売するように商流を改めたことにより、外部顧客

に対する売上高は大幅に減少しました。一方、アジア地区での生産拡大により内部売上高が増加した結果、外

部顧客に対する売上高16百万円、セグメント間の内部売上高又は振替高13,520百万円、営業利益467百万円とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは6,831百万円の収入となりました。これは税金等調整前

中間純利益や減価償却費等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは2,556百万円の支出となりました。これは有価証券の償還による収入等はあり

ましたが、有形固定資産の取得による支出、営業譲受に伴う支出によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは97百万円の支出となりました。これは長期借入金の返済等によるものであり

ます。 

これらの結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は期首に比べ、4,218百万円増加し、23,797百万

円となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前年同期は平成17年10月１日のセイコーエプソン株式会社との水晶事業の統合前の業績であることから、前年同期比の記

載をしておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

  

項目 金額(百万円) 前年同期比(％) 

生産高 46,538 ― 

受注高 50,538 ― 

販売高 46,377 ― 

相手先
当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 

EPSON SINGAPORE PTE.LTD. 6,985 15.1 

EPSON HONG KONG LTD. 5,720 12.3 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  



５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、開発部門が中期計画に則って新商品の開発及びこれに付随した要素技術の

開発を中心に行い、技術部門が要素技術を新商品に展開し、顧客の多様な要求に対応しております。 

当中間連結会計期間における研究開発費は314百万円であり、主な研究開発活動は、以下のとおりであります。 

  

１ 圧力センサの開発 

２ 小型ＡＴ振動子の技術開発 

３ 次世代タイミングデバイスの開発 

４ 小型高精度共振子（ＳＮＳＴ）開発 

５ 次世代角速度センサの開発 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間において完了したものは、次のとおりであ

ります。 

  

(2)重要な設備の新設、除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資額 

（百万円） 
完了年月 完成後の増加能力 

提出会社 
宮崎事業所 
(宮崎県宮崎郡 
清武町) 

音叉型水晶振動子
の生産設備、造排
水処理装置 

2,393 平成18年９月 生産能力約30％増 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

２ 甲種種類株式の内容は次の通りであります。 

１. 劣後配当金 

(1) 劣後期末配当金 

① 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株式を有する株主(以下、「普通株主」という。)また

は普通株式の登録株式質権者(以下、「普通登録株式質権者」という。)に対する普通期末配当金が、１株につき２

円に満たない場合は、同日最終の株主名簿に記載または記録された甲種種類株式を有する株主(以下、「甲種種類株

主」という。)または甲種種類株式の登録株式質権者(以下、「甲種種類登録株式質権者」という。)に対して、期末

配当金(以下、「劣後期末配当金」という。)を支払わない。 

② 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株主または普通登録株式質権者に対する普通期末配当

金が、１株につき２円以上の場合、同日最終の株主名簿に記載または記録された甲種種類株主または甲種種類登録

株式質権者に対して、１株につき年50円を上限として劣後期末配当金を支払うことができる。 

(2) 劣後中間配当金 

 前項の劣後期末配当金の２分の１を限度として、取締役会で決める金額。 

２. 種類株式の取得・消却 

当社は、分配可能額をもって、いつでも甲種種類株式の一部または全部を取得し、消却することができる。 

３. 新株予約権等 

当社は、法令に定める場合を除き、甲種種類株式について株式の併合または分割を行わない。当社は、甲種種類株主に

は募集株式の割当てを受ける権利、募集新株予約権の割当てを受ける権利または新株予約権付社債の引受権を与えず、

また、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 680,000,000 

甲種種類株式 20,000,000 

計 700,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 155,246,174 160,422,643
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

甲種種類株式 20,000,000 20,000,000 ― (注)２ 

計 175,246,174 180,422,643 ― ― 



４. 取得請求権 

(1) 甲種種類株主は、平成17年10月１日から平成27年９月30日までの間(以下、「取得を請求し得べき期間」という。)い

つでも、以下の条件で、当社が普通株式を交付するのと引換えに、甲種種類株式を取得するよう当社に請求すること

ができる。 

(2) 当初引換比率は、1.00(甲種種類株式１株につき普通株式１株)とする。 

(3) ① 甲種種類株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、引換比率を次に定める算式(以下、「引換比率調整式」

という。)により調整するものとする。調整後引換比率は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り

上げる。 

本項における時価とは、調整後引換比率の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日を除い

た平均値とする。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する)とする。ただし、当社の普通

株式が調整後引換比率の適用の基準となる日に先立って株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合に

は、当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する)をもって、本項の時価とみなす。 

  

ⅰ) 引換比率調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行(無償割当てを含む)または処分する

場合 

調整後引換比率は、当該発行する株式の払込期日以降、または募集のための基準日がある場合は、その日の翌

日以降これを適用する。 

ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後引換比率は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配可能額から資本に組

み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する

場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための基準日

とする場合には、調整後引換比率は、当該分配可能額の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以

降にこれを適用する。 

ⅲ) 株式の併合により普通株式数を変更する場合 

調整後引換比率は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。引換比率調整式で使用する新規発行普通株

式数は、減少する普通株式数を負の値で表示し、これを使用するものとする。 

ⅳ) 引換比率調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付と引換えに取得させることのでき

る証券、または引換比率調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株

予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む)を発行(無償割当てを含む)または処分する場合 

調整後引換比率は、その発行日に、または募集のための基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証

券の全額が引換えまたは全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその募集

のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、取得価額または新株予約権の行使に際して払込をなすべ

き１株当たりの価額がその発行日または募集のための基準日において確定しない場合、調整後引換比率は、取

得価額または新株予約権の行使価額が決定される日に、発行される証券の全額または全ての新株予約権が行使

されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

② 上記ⅰ) 乃至ⅳ) に掲げる場合のほか、合併または会社の分割等により引換比率の調整を必要とする場合には、

取締役会が適当と判断する引換比率に変更される。 

③ 引換比率調整式で使用する調整前引換比率は、調整後引換比率を適用する前日において有効な引換比率とする。 

④ 引換比率調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、基準日がない場合は調整後引換比

率を適用する日の１ヶ月前の日における既発行普通株式数とする。 

⑤ 引換比率調整式により算出された調整後引換比率と調整前引換比率との差が0.01未満にとどまる場合は、引換比

率の調整は行わない。ただし、その後引換比率の調整を必要とする事由が発生し、引換比率を算出する場合に

は、引換比率調整式中の調整前引換比率に代えて調整前引換比率からこの差を加除した比率を使用する。 

  

  
調整後 
引換比率 

  

  
＝ 

  

  
調整前 
引換比率 

  

  
÷ 

  
既発行 
普通株式数

＋

新規発行
普通株式数

×
１株当たり
払込金額 

１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 



(4) 引換請求により発行すべき普通株式数 

甲種種類株式の引換請求により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

 発行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端株が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行

わない。 

５. 取得条項 

当社は、甲種種類株式の取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった甲種種類株式を、同期間の末日の翌日以降

の、取締役会で定める日をもって、同株式１株につき上記４.で定める引換比率を乗じて得られる数の普通株式を交付す

るのと引換えに、取得することができる。 

  

 (2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 

  

(注) 本社債を繰上償還する場合または当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、償還日または期限の利益喪失日以降

本新株予約権を行使することはできない。また、各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  

引換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
甲種種類株主が引換請求のために
提出した甲種種類株式数 

× 引換比率

130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型新株予約権付社債

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 54 32 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,705,882 7,529,411 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり425円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年１月４日～
平成21年12月10日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   425
資本組入額  213 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本社債と本新株予約権のうち
一方のみを譲渡することはで
きない。 

同左 

代用払込みに関する事項 

本新株予約権を行使したとき
は本社債の全額の償還に代え
て当該本新株予約権の行使に
際して払込をなすべき額の全
額の払込とする旨の請求があ
ったものとみなし、かつ当該
請求に基づく払込があったも
のとする。 

同左 

新株予約権付社債の残高(百万円) 5,400 3,200 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、本新株予約権の行使により5,176千株の普通株式を発行しました。その

結果、資本金が1,102百万円、資本準備金が1,097百万円増加しました。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注)１ 甲種種類株式は、議決権を有する株式であるため、所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合につきまし

ては、甲種種類株式を含めて算出しております。 

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会社(信託口４)及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(住友信託銀行再信託分・アン

リツ株式会社退職給付信託口)の所有株式は信託業務に係る株式であります。 

３ 大株主は、平成18年９月30日現在の株主名簿に基づくものであります。なお、日本電気株式会社から平成18年10月３日付

で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成18年９月30日現在で当社の普通株式6,248千株を処分した旨の報

告を受けております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 175,246 ― 9,560 ― 14,264

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

セイコーエプソン株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 119,000 67.90

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 6,249 3.57

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス 
ジー(常任代理人 株式会社三
菱東京UFJ銀行 カストディ業
務部) 

PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

3,907 2.23

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,823 1.61

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,602 1.48

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,042 0.59

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク(常任代理人 
モルガン・スタンレー証券株式
会社) 

1585  BROADWAY  NEW  YORK,NEW  YORK
10036,U.S.A. 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号) 

805 0.46

クレディ スイス ルクセンブ
ルグ エスエー デポジタリー 
バンク(常任代理人 株式会社 
三菱東京UFJ銀行 カストディ
業務部) 

56,GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

800 0.46

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10
号 

734 0.42

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行再
信託分・アンリツ株式会社退職
給付信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 585 0.33

計 ― 138,548 79.06



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

221,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 

普通株式 
154,342,000 

甲種種類株式 
20,000,000 

154,342 
  

20,000 

〃 

単元未満株式 
普通株式 

683,174 
― 〃 

発行済株式総数 175,246,174 ― ― 

総株主の議決権 ― 174,342 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
エプソントヨコム 
株式会社 

東京都日野市日野 
421―８ 

221,000 ― 221,000 0.13

計 ― 221,000 ― 221,000 0.13



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,177 1,100 881 866 825 908

最低(円) 1,025 822 678 673 680 812



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会

研究報告第７号「会社分割に関する会計処理」(平成13年３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表さ

れました「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号)

に準じた会計処理を適用しました。 

具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業としたパーチェス法

により連結財務諸表を作成しております。取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新

設会社と同様に位置づけられるため、前連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績と

なっております。また、新設会社として新たな会計方針を採用しております。 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     10,938 13,804   11,702 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※３   8,723 18,869   16,277 

３ 有価証券     3,999 9,993   9,998 

４ 棚卸資産     3,929 7,091   6,215 

５ 繰延税金資産     4,326 3,989   1,661 

６ その他     493 3,758   3,255 

流動資産計     32,409 57,506   49,111 

貸倒引当金     △7 ―   △6 

流動資産合計     32,402 54.1 57,506 57.0   49,105 52.8

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物及び 
  構築物 

    6,822 11,439   11,077 

２ 機械装置及び 
  運搬具 

    6,401 17,237   13,890 

３ 工具・器具 
  及び備品 

    1,512 2,082   2,110 

４ 土地     1,416 8,321   8,314 

５ 建設仮勘定     172 891   510 

有形固定資産 
合計 

    16,324 27.3 39,972 39.6   35,902 38.6

(2) 無形固定資産     139 0.2 440 0.4   460 0.5

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     1,460 1,775   1,956 

２ 繰延税金資産     8,285 923   5,289 

３ その他     1,333 338   380 

投資その他の 
資産計 

    11,079 3,038   7,626 

貸倒引当金     △69 △54   △66 

投資その他の 
資産合計 

    11,009 18.4 2,983 3.0   7,560 8.1

固定資産合計     27,473 45.9 43,397 43.0   43,923 47.2

資産合計     59,876 100.0 100,903 100.0   93,029 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    5,977 12,743   12,287 

２ 短期借入金     7,302 4,149   2,542 

３ 未払法人税等     116 107   147 

４ 未払金     ― 7,016   ― 

５ その他     2,374 2,971   5,343 

流動負債合計     15,772 26.4 26,987 26.8   20,321 21.8

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付 
  社債 

    5,400 5,400   5,400 

２ 長期借入金     293 12,177   13,835 

３ 退職給付引当金     6,579 8,221   8,395 

４ 役員退職慰労 
  引当金 

    26 ―   39 

５ 連結調整勘定     ― ―   10,567 

６ 負ののれん     ― 9,393   ― 

７ その他     150 447   461 

固定負債合計     12,451 20.8 35,640 35.3   38,699 41.6

負債合計     28,223 47.2 62,627 62.1   59,020 63.4

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     735 1.2 ― ―   ― ―

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     9,560 16.0 ― ―   9,560 10.3

Ⅱ 資本剰余金     9,550 15.9 ― ―   17,371 18.7

Ⅲ 利益剰余金     11,430 19.1 ― ―   7,576 8.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    589 1.0 ― ―   294 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △141 △0.3 ― ―   △700 △0.7

Ⅵ 自己株式     △70 △0.1 ― ―   △94 △0.1

資本合計     30,917 51.6 ― ―   34,008 36.6

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    59,876 100.0 ― ―   93,029 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― 9,560   ― 

２ 資本剰余金     ― 17,371   ― 

３ 利益剰余金     ― 11,823   ― 

４ 自己株式     ― △109   ― 

株主資本合計     ― 38,645 38.3   ― 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    ― 187   ― 

２ 為替換算調整 
  勘定 

    ― △557   ― 

評価・換算 
差額等合計 

    ― △370 △0.4   ― 

純資産合計     ― 38,275 37.9   ― 

負債純資産合計     ― 100,903 100.0   ― 

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
(注) 前連結会計年度の要約連結損益計算書につきましては、平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績とな

っております。 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     16,824 100.0 46,377 100.0   43,071 100.0

Ⅱ 売上原価     15,277 90.8 35,309 76.1   31,834 73.9

売上総利益     1,546 9.2 11,068 23.9   11,237 26.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   2,681 15.9 5,439 11.8   5,260 12.2

営業利益又は 
営業損失(△) 

    △1,135 △6.7 5,628 12.1   5,977 13.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   8   30 21   

２ 受取配当金   139   114 106   

３ 為替差益   171   ― 214   

４ 連結調整勘定償
却額 

  ―   ― 1,174   

５ 負ののれん償却
額 

  ―   1,174 ―   

６ その他   293 613 3.6 274 1,593 3.5 260 1,777 4.1

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   70   150 146   

２ その他   119 190 1.1 115 265 0.6 137 284 0.7

経常利益又は 
経常損失(△) 

    △713 △4.2 6,956 15.0   7,469 17.3

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ ―   24 ―   

２ 装置事業売却益   1,185 1,185 7.0 ― 24 0.1 ― ― ―

Ⅶ 特別損失           

１ 企業年金基金再
編費用 

※３ ―   445 ―   

２ 固定資産除却損   309   89 105   

３ 固定資産売却損 ※４ ―   21 ―   

４ リース解約損   62 371 2.2 ― 556 1.2 ― 105 0.2

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    101 0.6 6,423 13.9   7,363 17.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  123   79 53   

法人税等調整額   △3,719 △3,595 △21.4 2,098 2,177 4.7 3,304 3,357 7.8

少数株主損失     8 0.0 ― ―   ― ―

中間(当期) 
純利益 

    3,704 22.0 4,246 9.2   4,005 9.3

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
(注) 前連結会計年度の連結剰余金計算書につきましては、セイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業と位置づけ、旧東洋

通信機株式会社を被取得企業としたパーチェス法により作成しております。 

なお、前連結会計年度の資本剰余金期首残高及び利益剰余金期首残高は平成17年10月１日の事業統合時の残高を表示してお

り、前中間連結会計期間の資本剰余金期首残高及び利益剰余金期首残高とは一致しておりません。 

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,550 4,713

Ⅱ 資本剰余金増加高  

企業結合による増加高 ― ― 12,657 12,657

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

9,550 17,371

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,725 3,571

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間(当期)純利益 3,704 3,704 4,005 4,005

Ⅲ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

11,430 7,576

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 9,560 17,371 7,576 △94 34,414 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行           

 剰余金の配当           

 中間純利益     4,246   4,246 

 自己株式の取得       △14 △14 

 自己株式の処分           

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

    4,246 △14 4,231 

平成18年９月30日残高(百万円) 9,560 17,371 11,823 △109 38,645 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 294 ― ― △700 △406 ― ― 34,008 

中間連結会計期間中の変動額                 

 新株の発行                 

 剰余金の配当                 

 中間純利益               4,246 

 自己株式の取得               △14 

 自己株式の処分                 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △107     143 36     36 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △107     143 36     4,267 

平成18年９月30日残高(百万円) 187 ― ― △557 △370 ― ― 38,275 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

  
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

  101 6,423 7,363

２ 減価償却費   1,461 2,964 2,895

３ 連結調整勘定償却額   ― ― △1,152

４ のれん償却額   ― △1,152 ―

５ 退職給付引当金の増減額   111 △173 △12
６ 役員退職慰労引当金の 
  増減額 

  △96 ― ―

７ 受取利息及び配当金   △148 △144 △127

８ 支払利息   70 150 146

９ 企業年金基金再編費用   ― 445 ―

10 装置事業売却益   △1,185 ― ―

11 固定資産売却除却損   309 111 105

12 固定資産売却益   ― △24 ―

13 売上債権の増減額   791 △2,534 △5.392

14 棚卸資産の増減額   434 △599 △271

15 未収消費税の増減額   132 ― ―

16 未払消費税等の増減額   ― ― △618

17 仕入債務の増減額   △991 412 4,433

18 未払費用の増減額   △16 830 ―
19 その他   54 803 △567

小計   1,028 7,511 6,801

20 利息及び配当金の受取額   47 31 25
21 利息の支払額   △43 △145 △146
22 企業年金基金再編費用の 
支払額 

  ― △445 ―

23 法人税等の支払額 
  又は還付額 

  △91 △119 △122

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  940 6,831 6,558

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 企業結合による増加高   ― ― 12,217
２ 定期預金の預入による支出   ― ― △121
３ 定期預金の払戻による収入   ― 121 115
４ 有価証券の取得による支出   △2,998 ― ―
５ 有価証券の償還による収入   ― 2,000 1,000
６ 有形固定資産の取得 
  による支出 

  △1,387 △3,980 △3,033

７ 営業譲受に伴う支出   ― △940 ―
８ 子会社株式等の取得 
  による支出 

  ― ― △1,034

９ 有形固定資産の売却 
  による収入 

  ― 242 ―

10 装置事業売却に伴う収入   3,673 ― ―
11 海外販売子会社営業譲渡 
  に伴う収入 

  ― ― 319

12 子会社出資金譲渡 
   による収入 

  ― ― 287

13 その他   29 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △682 △2,556 9,751



  

  
(注) 前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書につきましては、セイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業と位置

け、旧東洋通信機株式会社を被取得企業としたパーチェス法により作成しており、平成17年10月１日から平成18年３月31日

での６か月間の業績となっております。 

なお、前連結会計年度の現金及び現金同等物の期首残高は平成17年10月１日の事業統合時の残高を表示しており、前中間連

会計期間の現金及び現金同等物の期首残高とは一致しておりません。 

    
前中間連結会計期間 

  
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増減額   △16 789 △93

２ 長期借入金の借入 
  による収入 

  119 ― 16,000

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

  △1,060 △871 △18,084

４ 自己株式の取得 
  による支出 

  △7 △14 △23

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △964 △97 △2,200

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  63 40 143

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

  △642 4,218 14,252

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

  12,570 19,579 5,327

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  11,928 23,797 19,579

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  
・「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］」に記載のとおり、前連結会計年度より新設会社として採用した新たな会計方針

を記載しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  子会社は全て連結されておりま

す。 

  連結子会社の数     12社 

   主要な連結子会社名 

   東洋通信機(無錫)有限公司 

   PT.TOYOCOM INDONESIA 

   なお、前連結会計年度におい

て連結子会社であったトヨコム

エンジニアリング株式会社につ

いては、装置事業の譲渡に伴い

同社の株式を売却したことによ

り、連結の範囲から除外してお

ります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  子会社は全て連結されておりま

す。 

  連結子会社の数     12社 

   主要な連結子会社名 

EPSON TOYOCOM MALAYSIA 

SDN.BHD. 

   愛普生拓伏科梦水晶元器件 

（無錫）有限公司 

   PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA 

   EPSON TOYOCOM(THAILAND) 

LTD. 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数     12社 

   主要な連結子会社名 

   「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載しているた

め省略しております。 

   なお、前連結会計年度におい

て連結子会社であったTOYOCOM 

EUROPE GmbHについては、海外

販売子会社の統合に伴い同社の

出資金を譲渡したことにより、

連結の範囲から除外しておりま

す。 

    

２ 持分法の適用に関する事項 

   該当事項はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、TOYOCOM 

EUROPE GmbH、ORIENTAL ELEC-

TRONICS DEVICE CO.,LTD.、東

洋通信機(無錫)有限公司及び東

洋通(上海)貿易有限公司の中間

決算日は６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成にあた

っては同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、愛普生拓

伏科梦水晶元器件（無錫）有限

公司及び東洋通（上海）貿易有

限公司の中間決算日は６月30日

であります。中間連結財務諸表

の作成にあたっては中間連結会

計期間末日現在で実施した仮決

算に基づく中間財務諸表を使用

しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、愛普生

拓伏科梦水晶元器件（無錫）有

限公司(旧会社名 東洋通信機

(無錫)有限公司)及び東洋通

（上海）貿易有限公司の決算日

は12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては連結

決算日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しており

ま す。ま た、EPSON  TOYOCOM 

(THAILAND)LTD.( 旧 会 社 名

ORIENTAL ELECTRONICS DEVICE 

CO.,LTD.)は当連結会計年度よ

り決算日を３月31日に変更して

おります。なお、その他の連結

子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。 



  

  
・「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］」に記載のとおり、前連結会計年度より新設会社として採用した新たな会計方針

を記載しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産 

   製品・半製品・仕掛品 

    総平均法による原価法 

     ただし、一部については

個別法による原価法を採用

しております。 

   原材料・貯蔵品 

    移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産 

   主として総平均法又は移動 

平均法による低価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

 主として定率法によってお

ります。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備は除く)については、

定額法によっております。 

  ②無形固定資産 

    定額法によっております。 

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  ②無形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  ②無形固定資産 

同左 



  

  
・「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］」に記載のとおり、前連結会計年度より新設会社として採用した新たな会計方針

を記載しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(13年～20年)によ

る按分額を費用処理しており

ます。 

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

(８年～20年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務については、

各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生時より損益処理

しております。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から損益処理すること

としております。 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務については、

各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生時より損益処理

しております。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から損益処理すること

としております。 

  ③役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

――――――   ③役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上

しております。 



  

  
・「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］」に記載のとおり、前連結会計年度より新設会社として採用した新たな会計方針

を記載しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の基

準 

   外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産及び負債、収益及び費用

は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の基

準 

外貨建金銭債権債務は、中

間連結会計期間末日の直物為

替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中間

連結会計期間末日の直物為替

相場により円貨に換算し、収

益及び費用は、期中平均相場

により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の

作成に当たって採用した重要

な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、当

連結会計年度末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社

等の資産及び負債は、当連結

会計年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及

び費用は、期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

  

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用して

おります。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    ……金利スワップ取引 

   ヘッジ対象 

    ……キャッシュ・フローが

固定され、その変動が

回避されるもの 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

    金利変動による借入債務等

の損失可能性を減殺する目的

で行っております。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

    金利スワップの特例要件に

該当するため、ヘッジ効果は

極めて高いことから事前、事

後の検証は行っておりませ

ん。 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



  

  
・「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］」に記載のとおり、前連結会計年度より新設会社として採用した新たな会計方針

を記載しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ⑤リスク管理 

    金利スワップ契約の締約等

は取締役会の承認に基づいて

おります。なお、取引の実行

管理は財務経理部で行ってお

ります。 

  ⑤リスク管理 

同左 

  ⑤リスク管理 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

   消費税等の会計処理 

同左 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価格の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は38,275百万円であり

ます。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

(企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。 

(中間連結貸借対照表) 

「連結調整勘定」は、当中間連結

会計期間から「負ののれん」とし

て表示しております。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 



  

  
・「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］」に記載のとおり、前連結会計年度より新設会社として採用した新たな会計方針

を記載しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (中間連結損益計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当中

間連結会計期間から「負ののれん

償却額」として表示しておりま

す。 

(中間連結キャッシュ・フロー計

算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当中

間連結会計期間から「のれん償却

額」として表示しております。 

  



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― ―――――― (パーチェス法の適用) 

当社は平成17年10月1日をもっ

て、当社を承継会社、セイコーエプ

ソン株式会社を分割会社とする分社

型吸収分割により両社の水晶事業を

統合いたしました。事業統合に際

し、当社はセイコーエプソン株式会

社に普通株式99,000,000株および種

類株式20,000,000株を割当交付し、

当社はセイコーエプソン株式会社の

連結子会社となりました。 

 当社は当連結会計年度の連結財務

諸表の作成にあたり、会計制度委員

会研究報告第７号「会社分割に関す

る会計処理」(平成13年３月30日

日本公認会計士協会)に基づき、平

成17年12月27日に公表されました

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 企業会計基準適用

指針第10号）に準じた会計処理を適

用しました。 

 具体的にはセイコーエプソン株式

会社の水晶事業を取得企業、当社

（旧東洋通信機株式会社）を被取得

企業としたパーチェス法により連結

財務諸表を作成しております。 

(1) 被取得企業の名称及び事業の

内容、企業結合を行った主な理

由、事業を取得した場合は相手

企業の名称及び取得した事業の

内容、企業結合日、企業結合の

法的形式、結合後企業の名称及

び取得した議決権比率 

    ① 被取得企業の名称及び事業

の内容 

    被取得企業 旧東洋通信機

株式会社 

    事業の内容 水晶機器及び

オプトデバイス機器の製造

販売 

    ② 企業結合を行った主な理由 

両社の水晶事業の統合に

より、両社の得意分野をよ

り強化するとともにシナジ

ー効果を高めることで、水

晶デバイス業界におけるリ

ーディングカンパニーを目

指すことを目的としており

ます。 

③ 企業結合日 

平成17年10月１日 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    ④ 企業結合の法的形式 

分割対象事業をセイコー

エプソン株式会社の水晶事

業とし、当社を承継会社、

セイコーエプソン株式会社

を分割会社とする分社型会

社分割による吸収分割 

⑤ 結合後企業の名称 

エプソントヨコム株式会社 

⑥ 取得した議決権比率 

68.26％（株式の交付を受け

たセイコーエプソン株式会

社が取得した議決権比率） 

(2) 財務諸表に含まれている被取

得企業又は取得した企業の業績

の期間 

取得企業であるセイコーエプ

ソン株式会社の水晶事業は、平

成17年10月1日設立の新設会社と

同様に位置づけられるため、当

連結会計年度の業績は平成17年

10月1日から平成18年3月31日ま

での６か月間の業績となってお

ります。 

(3) 被取得企業又は取得した事業

の取得原価及びその内訳。株式

を交付した場合には、株式の種

類別の交換比率及びその算定方

法、交付又は交付予定の株式数

及び評価額。株式交付日の株価

を基礎に取得原価を算定してい

る場合は、その旨 

 当社が会社分割に際して発行

す る 株 式 は、普 通 株 式

99,000,000 株、及 び 種 類 株 式

20,000,000株であり、それらの

全株式をセイコーエプソン株式

会社へ割当交付し、当社はセイ

コーエプソン株式会社の連結子

会社となりました。 

株式割当比率につきまして

は、第三者機関であるみずほ証

券株式会社が算定した結果を参

考として、当事者間において決

定いたしました。 

以上のことから、セイコーエ

プソン株式会社の水晶事業が取

得企業、当社(旧東洋通信機株式

会社)が被取得企業として位置づ

けられ、取得企業であるセイコ

ーエプソン株式会社の株式の交

付はありません。 

なお、被取得企業である当社

(旧東洋通信機株式会社)の取得

原価につきましては、事業統合

公表日の時価を基礎に算定して

おります。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（役員退職慰労引当金） 

従来、役員の退職慰労金の支給に

そなえ、内規による要支給額を計上

しておりましたが、平成18年６月の

定時株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止いたしました。こ

れにともない、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労引当金相当

額については、「未払金」に含めて

表示しております。 

(4) 発生したのれん又は負ののれ

んの金額、発生原因、償却方法

及び償却期間 

① 負ののれんの金額 

11,741百万円 

② 発生原因 

企業結合時の時価純資産

が取得原価を上回ったた

め、その差額を負ののれん

として認識しております。 

③ 償却方法及び償却期間 

５年間で均等償却しておりま

す。 

(5) 企業結合日に受入れた資産及

び引き受けた負債の額並びにそ

の主な内訳 

流動資産    32,889百万円 

固定資産    31,832百万円 

資産計     64,722百万円 

  

流動負債    15,823百万円 

固定負債    14,194百万円 

負債計     30,017百万円 

少数株主持分    815百万円 

自己株式     △70百万円 

なお、取得企業であるセイコ

ーエプソン株式会社の水晶事業

の企業結合日における資産及び

負債の額は以下の通りでありま

す。 

流動資産     9,585百万円 

固定資産    12,805百万円 

資産計     22,391百万円 

  

流動負債    15,093百万円 

固定負債      263百万円 

負債計     15,357百万円 

――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 営業活動によるキャッシュ・フローにおける「貸

倒引当金の増減額」は金額的に僅少であるため

「その他」に含めて表示しております。なお、当

中間連結会計期間において「その他」に含まれて

いる「貸倒引当金の増減額」は９百万円でありま

す。 

２ 投資活動によるキャッシュ・フローにおける「定

期預金の払戻による収入」および「貸付金の回収

による収入」は金額的に僅少であるため「その

他」に含めて表示しております。なお、当中間連

結会計期間において「その他」に含まれている

「定期預金の払戻による収入」は０百万円、「貸

付金の回収による収入」は４百万円であります。 

―――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

45,025百万円 

  

――――― 

  

  

※３    ―――――  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

76,353百万円 

  

２ 輸出為替手形割引高 

14百万円 

  

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

 受取手形     137百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

74,554百万円 

  

２ 輸出為替手形割引高 

11百万円 

  

※３    ―――――  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

※２   ―――――― 

  

  

  

  

  

※３   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※４   ―――――― 

給料手当 1,173百万円

退職給付費用 223 〃 

福利厚生費 259 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

   給料手当    1,825百万円 

  

  

※２ 固定資産売却益の内訳 

※３ 企業年金基金再編費用 

当社は平成16年4月に会社分

割により新設した東洋無線シス

テム株式会社及び、その子会社

の東通電子株式会社(以下二社

という)に防衛事業を承継し、

同年５月に同事業を日本電気株

式会社に譲渡しました。当期に

発生した企業年金基金の再編に

伴い、二社は当社の企業年金基

金を移転したため、事業譲渡契

約に基づき、二社に対し移転時

の退職給付債務に係る未認識差

異相当額を負担したものであり

ます。 

※４ 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運
搬具 

23 〃 

工具・器具及び
備品他 

0 〃 

計 24百万円

機械装置及び運
搬具 

21百万円

工具・器具及び
備品他 

0 〃 

計 21百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

※２   ―――――― 

  

  

  

  

  

※３   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※４   ―――――― 

給料手当 1,717百万円

  

    



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 17,523株 

  
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 155,246,174 ― ― 155,246,174 

甲種種類株式(株) 20,000,000 ― ― 20,000,000 

計 175,246,174 ― ― 175,246,174 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 203,574 17,523 ― 221,097 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

現金及び預金 10,938百万円

有価証券 3,999 〃 

計 14,937百万円

預入れ期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△10 〃 

株式及び償還期限 
が３ヶ月を超える 
債券等 

△2,999 〃 

現金及び 
現金同等物 

11,928百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  
  
  
  
  
  
  
  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

現金及び預金 13,804百万円

有価証券 9,993 〃 

現金及び 
現金同等物 

23,797百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

２ 事業統合により増加した資産及

び負債の主な内訳 

事業統合により増加した資産及び

負債の主な内訳と企業結合による

増加高との関係は以下のとおりで

あります。 

３ 出資金の譲渡により連結子会社

でなくなった会社の資産及び負債

の主な内訳 

出資金の譲渡により連結除外した

TOYOCOM EUROPE GmbHの連結除外

時の資産及び負債の内訳並びに出

資金の譲渡価額と譲渡による収入

の関係は以下のとおりでありま

す。 

現金及び預金 11,702百万円

有価証券 9,998 〃 

計 21,700百万円

預入れ期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△121 〃 

株式及び償還期限 
が３ヶ月を超える 
債券等 

△1,999 〃 

現金及び
現金同等物 

19,579百万円

 流動資産 32,889百万円

 固定資産 31,832 〃 

 流動負債 △15,823 〃 

 固定負債 △14,194 〃 

 少数株主持分 △815 〃 

 自己株式 70 〃 

 連結調整勘定 △11,741 〃 

 取得原価 △22,217 〃 

 差引 ―百万円

事業統合時の現
金及び現金同等 
物 

12,217 〃 

企業結合によ
る増加高 

12,217百万円

 流動資産 982百万円

 固定資産 93 〃 

 流動負債 △371 〃 

 出資金譲渡価格 703百万円

連結除外時の現
金及び現金同等
物 

△416 〃  

子会社出資金譲
渡による収入 

287百万円  



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― ――――― ４ 営業譲渡により減少した資産及

び負債の主な内訳 

海外販売子会社の営業譲渡により

減少した資産及び負債の内容と営

業譲渡による収入の関係は以下の

とおりであります。 

流動資産 318百万円

固定資産 1 〃 

海外販売子会社営
業譲渡に伴う収入 

319百万円



(リース取引関係) 

  

  
(注) 前連結会計年度の業績につきましては、平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 399  299  698

減価償却 
累計額 
相当額 

327  152  480

中間期末 
残高 
相当額 

71  147  218

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・
器具及 
び備品 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 285 420 706

減価償却 
累計額 
相当額 

268 232 500

中間期末 
残高 
相当額 

16 188 205

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 387 443  831

減価償却
累計額 
相当額 

343 216  559

期末残高
相当額 44 227  271

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 110百万円

１年超 108 〃 

合計 218百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 84百万円

１年超 121 〃 

合計 205百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 113百万円

１年超 158 〃 

合計 271百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 127百万円

減価償却費 
相当額 

127 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費
相当額 

78 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 100百万円

減価償却費
相当額 

100 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

――――― 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 373百万円

１年超 1,632 〃 

合計 2,006百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 373百万円

１年超 1,819 〃 

合計 2,192百万円



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の前中間連結会計期間末の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であり、前連結会計年度末の「取得原価」は企業結合

による受入資産額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

(1) 満期保有目的の 
  債券 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

①国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

②社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2) その他有価証券 
取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

①株式 421 1,413 992 1,414 1,729 315 1,411 1,909 498

②債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 421 1,413 992 1,414 1,729 315 1,411 1,909 498

区分 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

①コマーシャル・ペーパー 1,999 9,993 7,998 

②割引債券 1,999 ― 1,999 

計 3,999 9,993 9,998 

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

①非上場株式 47 46 46 

②MMF ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

計 47 46 46 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ヘッジ会計を適用しており時価の開

示は省略しております。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) 水晶機器 

人工水晶、素板、振動子、HFFフィルタ、HCMフィルタ、発振器、SAWデバイス、光デバイス 

(2) 電気機械器具 

紙幣識別処理装置、自動券売機、施設管理システム、光関連伝送装置、通信端末機器、監視制御システム、周波数発

生・分配装置、無線通信装置、衛星通信装置、無線LAN関連装置、電力線搬送装置 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「水晶機器製造」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、記載を省略しております。 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「水晶機器製造」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

  

  

  

  
水晶機器 
製造 
(百万円) 

電気機械
器具製造 
(百万円) 

不動産
賃貸 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

14,206 2,309 307 16,824 ― 16,824

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

0 1,009 31 1,042 (1,042) ―

計 14,207 3,319 339 17,866 (1,042) 16,824

営業費用 15,465 3,057 478 19,001 (1,042) 17,959

営業利益又は営業損失(△) △1,258 262 △138 △1,135 ― △1,135



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ドイツ 

(3) アジア等…中国・香港・タイ・インドネシア・シンガポール 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) アジア等…マレーシア・中国・インドネシア・タイ 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

12,139 930 757 2,996 16,824 ― 16,824

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,714 243 30 3,541 9,530 (9,530) ―

計 17,854 1,173 787 6,538 26,354 (9,530) 16,824

営業費用 19,400 1,083 727 6,309 27,520 (9,560) 17,959

営業利益又は営業損失(△) △1,546 90 60 229 △1,166 30 △1,135

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

46,361 ― 16 46,377 ― 46,377 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,012 195 13,520 17,728 (17,728) ― 

計 50,373 195 13,537 64,106 (17,728) 46,377 

営業費用 45,424 157 13,069 58,651 (17,901) 40,749 

営業利益 4,949 38 467 5,455 172 5,628 



  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) アジア等…マレーシア・中国・タイ・インドネシア 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績であります。 

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

41,065 806 1,199 43,071 ― 43,071 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,404 309 10,868 15,583 (15,583) ― 

計 45,470 1,115 12,068 58,655 (15,583) 43,071 

営業費用 40,061 1,009 11,739 52,811 (15,716) 37,094 

営業利益 5,409 106 328 5,844 133 5,977 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ・メキシコ 

(2) 欧州………ハンガリー・ドイツ 

(3) アジア等…韓国・中国・香港・シンガポール・マレーシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ドイツ・ハンガリー 

(3) アジア等…シンガポール・香港・韓国・台湾・中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ドイツ・フィンランド 

(3) アジア等…シンガポール・香港・韓国・台湾・中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績であります。 

  

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,023 1,510 6,238 8,772

Ⅱ 連結売上高(百万円) 16,824

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

6.1 9.0 37.1 52.1

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,629 4,247 20,771 28,648

Ⅱ 連結売上高(百万円) 46,377

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

7.8 9.2 44.8 61.8

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,799 4,234 18,154 26,189

Ⅱ 連結売上高(百万円) 43,071

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.8 9.8 42.1 60.8



(１株当たり情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 551.42円 １株当たり純資産額 218.69円 １株当たり純資産額 194.29円

１株当たり中間純利益 66.07円 １株当たり中間純利益 24.26円 １株当たり当期純利益 22.88円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

53.86円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

22.62円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

21.33円

１株当たり中間純利益及び潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定

上の基礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

3,704百万円 

普通株式に係る中間純利益 

3,704百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

56,077,556株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた中間純利益調整額の主

要な内訳 

該当事項はありません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた潜在株式の概要 

130％コールオプション条項付第３回

無担保転換社債型新株予約権付社債

(額面金額5,400百万円) 

潜在株式の数 

12,705,882株 

詳細については、第４提出会社の状

況 １株式等の状況 (2) 新株予約

権等の状況に記載のとおりでありま

す。 

１株当たり中間純利益及び潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定

上の基礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

4,246百万円 

普通株式に係る中間純利益 

4,246百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

155,035,139株 

甲種種類株式の期中平均株式数 

20,000,000株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた中間純利益調整額の主

要な内訳 

該当事項はありません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた潜在株式の概要 

130％コールオプション条項付第３回

無担保転換社債型新株予約権付社債

(額面金額5,400百万円) 

潜在株式の数 

12,705,882株 

詳細については、第４提出会社の状

況 １株式等の状況 (2) 新株予約

権等の状況に記載のとおりでありま

す。 

１株当たり当期純利益及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定

上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

4,005百万円 

普通株式に係る当期純利益 

4,005百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

155,054,563株 

甲種種類株式の期中平均株式数 

20,000,000株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた当期純利益調整額の主

要な内訳 

該当事項はありません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた潜在株式の概要 

130％コールオプション条項付第３回

無担保転換社債型新株予約権付社債

(額面金額5,400百万円) 

潜在株式の数 

12,705,882株 

詳細については、第５経理の状況

１連結財務諸表等 (1) 連結財務諸

表⑤連結附属明細表の社債明細表に

記載のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

会社分割による水晶事業の統合 

 当社は、平成17年３月16日開催の

取締役会において、セイコーエプソ

ン株式会社との事業統合契約書およ

び会社分割契約書の締結を決議し、

同日、締結いたしました。 

 また、平成17年６月29日開催の株

主総会において、会社分割契約書が

承認され、平成17年10月１日の分割

期日をもって、両社は事業統合いた

しました。 

(1) 事業統合及び会社分割の目的 

 両社の水晶事業の統合により、

両社の得意分野をより強化すると

ともにシナジー効果を高めること

で、水晶デバイス業界におけるリ

ーディングカンパニーを目指しま

す。 

(2) 事業統合の方法 

 分割対象事業をセイコーエプソ

ン株式会社の水晶デバイス事業

(ただし、オプトデバイス事業を

除く)とし、当社を承継会社、セ

イコーエプソン株式会社を分割会

社とする分社型会社分割による吸

収分割といたしました。 

(3) 株式の割当 

 当社が会社分割に際して発行す

る株式は、普通株式99,000,000株

および甲種種類株式20,000,000株

であり、それらの全株式をセイコ

ーエプソン株式会社に割当交付し

ました。 

(4) 事業統合会社の概要 

  
  

商号 エプソントヨコム株式会
社 

事業内容 水晶機器およびオプトデ
バイス機器の製造販売 

本店所在地 神奈川県川崎市 

代表者 代表取締役社長  
加々美 健雄 

資本金 承継による資本金の増加
はありません 

―――――― ―――――― 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(5) 分割会社の概要 

 名称  セイコーエプソン株式

会社 

 住所  東京都新宿区西新宿二

丁目４番１号 

 代表者 代表取締役社長  

     花岡 清二 

(6) 承継する事業部門の内容 

 ①承継する事業部門の内容 

  セイコーエプソン株式会社の

水晶デバイス事業(ただし、

オプトデバイス事業は除く) 

 ②承継する事業部門の平成17年

９月期における売上高 

238億円(単体) 

 ③承継する資産及び負債 

上記金額は、両社にて確認中であるため確

定しておりません。 

事業の 

内容 

情報関連機器、電子デ

バイス、精密機器、そ

の他の開発、製造、販

売、サービス 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 68億円 流動負債 110億円 

固定資産 109億円 固定負債 ―億円 

資産計 178億円 負債計 110億円 

    



２ 【中間財務諸表】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     8,494 10,523   8,652 

２ 受取手形 ※４   1,112 1,206   806 

３ 売掛金     7,775 17,388   15,172 

４ 有価証券     3,999 9,993   9,998 

５ 棚卸資産     2,330 5,714   5,058 

６ 繰延税金資産     4,240 ―   3,165 

７ 未収入金     ― 5,188   4,700 

８ その他 ※５   1,888 6,402   851 

流動資産合計     29,839 52.6 56,416 61.1   48,405 57.2

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物     4,821 8,769   8,457 

２ 機械及び装置     4,317 9,661   8,659 

３ その他     1,812 3,077   2,918 

有形固定資産 
合計 

    10,951 19.3 21,508 23.3   20,036 23.7

(2) 無形固定資産     14 0.0 133 0.2   127 0.1

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     4,428 ―   1,947 

２ 関係会社株式     ― 5,242   4,964 

３ 繰延税金資産     8,143 ―   6,999 

４ その他     3,430 9,036   2,223 

投資その他の 
資産計 

    16,002 14,278   16,135 

貸倒引当金     △62 △54   △62 

投資その他の 
資産合計 

    15,939 28.1 14,224 15.4   16,073 19.0

固定資産合計     26,904 47.4 35,865 38.9   36,237 42.8

資産合計     56,744 100.0 92,282 100.0   84,642 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     84 1,077   1,258 

２ 買掛金     6,447 14,709   13,106 

３ 短期借入金     7,100 3,200   2,400 

４ 未払金     ― 6,689   2,910 

５ 未払法人税等     30 87   98 

６ その他     1,938 2,210   1,483 

流動負債合計     15,600 27.5 27,975 30.3   21,258 25.1

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権 
  付社債 

    5,400 5,400   5,400 

２ 長期借入金     ― 12,000   13,600 

３ 退職給付引当金     6,348 7,700   7,874 

４ 役員退職慰労 
  引当金 

    11 ―   21 

５ 預り敷金・ 
  保証金 

    150 148   150 

固定負債合計     11,910 21.0 25,249 27.4   27,046 32.0

負債合計     27,510 48.5 53,224 57.7   48,304 57.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     9,560 16.9 ― ―   9,560 11.3

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金     9,550 ―   14,264 

資本剰余金合計     9,550 16.8 ― ―   14,264 16.8

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     1,011 ―   1,011 

２ 任意積立金           

   別途積立金   10,260 10,260 ― ― 10,260 10,260 

３ 中間未処理損失 
  (△)又は当期未
処分利益 

    △1,664 ―   454 

利益剰余金合計     9,607 16.9 ― ―   11,726 13.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    586 1.0 ― ―   880 1.0

Ⅴ 自己株式     △70 △0.1 ― ―   △94 △0.1

資本合計     29,233 51.5 ― ―   36,337 42.9

負債・資本合計     56,744 100.0 ― ―   84,642 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― 9,560 10.4   ― 

２ 資本剰余金           

資本準備金   ―   14,264 ―   

資本剰余金合計     ― 14,264 15.4   ― 

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   ―   1,011 ―   

(2) その他利益 
  剰余金 

          

別途積立金   ―   10,260 ―   

繰越利益 
剰余金 

  ―   3,296 ―   

利益剰余金 
合計 

    ― 14,567 15.8   ― 

４ 自己株式     ― △109 △0.1   ― 

株主資本合計     ― 38,283 41.5   ― 

Ⅱ 評価・換算差額等           

 その他有価証券 
  評価差額金 

    ― 774   ― 

評価・換算 
差額等合計 

    ― 774 0.8   ― 

純資産合計     ― 39,057 42.3   ― 

負債純資産合計     ― 92,282 100.0   ― 

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     15,636 100.0 45,501 100.0   56,967 100.0

Ⅱ 売上原価     14,568 93.2 35,777 78.6   45,908 80.6

売上総利益     1,067 6.8 9,723 21.4   11,059 19.4

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    2,795 17.8 4,880 10.8   7,511 13.2

営業利益又は 
営業損失(△) 

    △1,727 △11.0 4,843 10.6   3,547 6.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   836 5.3 555 1.3   1,425 2.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   109 0.7 178 0.4   267 0.4

経常利益又は 
経常損失(△) 

    △1,000 △6.4 5,220 11.5   4,705 8.3

Ⅵ 特別利益 ※３   1,595 10.2 6 0.0   1,962 3.4

Ⅶ 特別損失 ※４   373 2.4 541 1.2   2,014 3.5

税引前中間 
(当期)純利益 

    221 1.4 4,685 10.3   4,653 8.2

法人税、住民税 
及び事業税 

  15   22 41   

法人税等調整額   △3,753 △3,737 △23.9 1,821 1,843 4.1 △1,465 △1,424 △2.5

中間(当期)純利
益 

    3,958 25.3 2,841 6.2   6,078 10.7

前期繰越損失     5,623 

 

  5,623 

中間未処理損失
(△)又は当期未
処分利益 

    △1,664   454 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

利益準備金
その他利益剰余金 利益

剰余金 
合計 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日
残高(百万円) 9,560 14,264 ― 14,264 1,011 10,260 454 11,726 △94 35,457 

中間会計期間中の
変動額                     

 新株の発行                     

 剰余金の配当                     

 中間純利益             2,841 2,841   2,841 

 自己株式の取得                 △14 △14 

 自己株式の処分                     

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

                    

中間会計期間中の
変動額合計 
(百万円) 

            2,841 2,841 △14 2,826 

平成18年９月30日
残高(百万円) 9,560 14,264 ― 14,264 1,011 10,260 3,296 14,567 △109 38,283 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日
残高(百万円) 880 ― ― 880 ― 36,337 

中間会計期間中の
変動額             

 新株の発行             

 剰余金の配当             

 中間純利益           2,841 

 自己株式の取得           △14 

 自己株式の処分             

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

△106     △106   △106 

中間会計期間中の
変動額合計 
(百万円) 

△106     △106   2,720 

平成18年９月30日
残高(百万円) 774 ― ― 774 ― 39,057 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   関係会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定しておりま

す。)   

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

   製品・半製品・仕掛品 

    総平均法による原価法 

     ただし、一部については

個別法による原価法を採用

しております。 

   原材料・貯蔵品 

    移動平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

   製品・仕掛品 

    総平均法による低価法 

   原材料・貯蔵品 

    総平均法又は移動平均法

による低価法 

 (2) 棚卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法によっております。 

     ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっており

ます。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

     同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

     同左 

 (2) 無形固定資産 

    定額法によっております。 

     ただし、ソフトウェア

(自社利用分)については、

社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

 (2) 無形固定資産 

     同左 

  

 (2) 無形固定資産 

     同左 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

     同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

     同左 

 (2) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(18年)による按分

額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間(14年～18年)

による按分額を翌期より費用

処理しております。 

 (2) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務については、

各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間内の一定

の年数(５年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生時より損益処理しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(５年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌期から損益処理す

ることとしております。  

 (2) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務については、

各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間内の一定

の年数(５年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生時より損益処理しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(５年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌期から損益処理す

ることとしております。 

   (追加情報) 

    当社は、セイコーエプソン 

株式会社の水晶事業との事業

統合に伴い、平成17年10月１

日の事業統合時の過去勤務債

務及び数理計算上の差異

1,539百万円を退職給付引当

金に計上しました。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比較して営業利

益、経常利益は157百万円増

加し、税引前当期純利益は

1,382百万円減少しておりま

す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

――――――  (3) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   ……金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

   ……キャッシュ・フローが固

定され、その変動が回避

されるもの 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

   金利変動による借入債務等の

損失可能性を減殺する目的で行

っております。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

   金利スワップの特例要件に該

当するため、ヘッジ効果は極め

て高いことから事前、事後の検

証は行っておりません。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ⑤リスク管理 

   金利スワップ契約の締約等は

取締役会の承認に基づいており

ます。なお、取引の実行管理は

財務経理部で行っております。 

 ⑤リスク管理 

    

 ⑤リスク管理 

    

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

  消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(棚卸資産の評価基準) 

従来、棚卸資産の評価基準及び評

価方法は、製品、仕掛品については

総平均法による原価法（ただし、一

部については個別法による原価

法）、原材料・貯蔵品については、

移動平均法による原価法を採用して

おりましたが、当期より製品、仕掛

品については総平均法による低価

法、原材料・貯蔵品は総平均法又は

移動平均法による低価法に変更いた

しました。この変更は、当社とセイ

コーエプソン株式会社の水晶事業と

の事業統合にともない、当社がセイ

コーエプソン株式会社の子会社とな

ったため、セイコーエプソングルー

プとして会計処理の統一を図ったこ

とによります。 

これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

(退職給付引当金の計上基準) 

従来、過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間による按分額を費用処理してお

り、数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤務

期間による按分額を翌期より費用処

理しておりましたが、当期より、過

去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額を費用処理し、数理計

算上の差異については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額を翌期より費用処理し

ております。この変更は、当社とセ

イコーエプソン株式会社の水晶事業

との事業統合にともない、当社がセ

イコーエプソン株式会社の子会社と

なったため、セイコーエプソングル

ープとして会計処理の統一を図った

ことによります。 

なお、５ 引当金の計上基準(２)退

職給付引当金の(追加情報)に記載の

とおり、事業統合に伴い統合時の過

去勤務債務及び、数理計算上の差異 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― 

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は39,057百万円であり

ます。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

を退職給付引当金に計上したため、

会計処理の変更による損益に与える

影響はありません。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当期から適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

―――――― 

―――――― (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号)を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― 



追加情報 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― （役員退職慰労引当金） 

従来、役員の退職慰労金の支給に

そなえ、内規による要支給額を計上

しておりましたが、平成18年６月の

定時株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止いたしました。こ

れにともない、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労引当金相当

額については、「未払金」に含めて

表示しております。 

―――――― 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間末において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました「繰延税金資産」(前中間会

計期間末897百万円)については、資産総額の100分の５

超となったため、当中間会計期間末より区分掲記して

おります。 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末において区分掲記していた「繰延

税金資産」（当中間会計期間末3,865百万円）は、金額

が僅少となったため、流動資産の「その他」に含めて

表示することに変更しております。 

前中間会計期間末において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました「未収入金」（前中間会計

期間末1,682百万円）については、資産総額の100分の

５超となったため、当中間会計期間末より区分掲記し

ております。 

前中間会計期間末において区分掲記していた「投資

有価証券」（当中間会計期間末1,769百万円）及び「繰

延税金資産」（当中間会計期間末4,550百万円）は、金

額が僅少となったため,投資その他の資産の「その他」

に含めて表示することに変更しております。 

前中間会計期間末において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」（前中間会計期

間末459百万円）については、負債純資産総額の100分

の５超となったため、当中間会計期間末より区分掲記

しております。 



  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,307百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

59,624百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

58,780百万円

   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

   ―――――― 

  

  

※４   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

２ 偶発債務 

銀行借入に対する保証債務 

EPSON TOYOCOM(THAILAND) 

LTD.      390百万円 

（230百万円、51百万バーツ）

EPSON TOYOCOM MALAYSIA  

SDN.BHD.    127百万円 

（4百万マレーシアリンギット）

３ 輸出為替手形割引高 

14百万円 

  

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

 受取手形     137百万円 

  

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

３ 輸出為替手形割引高 

11百万円 

  

※４   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※５   ―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1百万円

受取配当金 344 〃 

為替差益 145 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 27百万円

受取配当金 149 〃 

為替差益 111 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

 受取利息 3百万円

 受取配当金 450 〃 

為替差益 307 〃  
※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 59百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 129百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 193百万円

※３ 特別利益の主要項目 

 装置事業売却益 1,595百万円

※３ 特別利益の主要項目 

 固定資産売却益 6百万円

※３ 特別利益の主要項目 

装置事業売却益 1,595百万円

子会社出資金譲
渡益 

367 〃 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 310百万円

リース解約損 62 〃 

※４ 特別損失の主要項目 

企業年金基金再
編費用 

445百万円

固定資産除却損 82 〃 

固定資産売却損 13 〃 

※４ 特別損失の主要項目 

退職給付引当金 
繰入額 

1,539百万円

固定資産除却損 412 〃 

リース解約損 62 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,032百万円

無形固定資産 0 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,947百万円

無形固定資産 8 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,102百万円

無形固定資産 7 〃 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加17,523株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 203,574 17,523 ― 221,097 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 399  272  671

減価償却 
累計額 
相当額 

327  140  468

中間期末 
残高 
相当額 

71  132  203

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・
器具及
び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 280 284 565

減価償却 
累計額 
相当額 

267 139 406

中間期末 
残高 
相当額 

13 145 158

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 385 291  676

減価償却
累計額 
相当額 

342 119  461

期末
残高 
相当額 

43 172  215

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 105百万円

１年超 98 〃 

合計 203百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 63百万円

１年超 94 〃 

合計 158百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 98百万円

１年超 117 〃 

合計 215百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 124百万円

減価償却費相当額 124 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 63 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 192百万円

減価償却費相当額 192 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

――――― 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 373百万円

１年超 1,632 〃 

合計 2,006百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 373百万円

１年超 1,819 〃 

合計 2,192百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における関係会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間連結財務諸表における(重要な

後発事象)の項に記載のとおりであ

ります。 

――――― ――――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第82期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、エプソントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(重要な後発事象)に記載されているとおり、平成17年10月１日付で分社型会社分割による吸収分割を行い、資産及び

負債の一部をセイコーエプソン株式会社より承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月18日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、エプソントヨコム株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の

中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、エプソントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

(重要な後発事象)に記載されているとおり、平成17年10月１日付で分社型会社分割による吸収分割を行い、資産及び

負債の一部をセイコーエプソン株式会社より承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月18日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、エプソントヨコム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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